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O-2-7
減災のために赤十字救護班が行う簡易ベッドを用
いた避難所環境改善
石巻赤十字病院　呼吸器外科1）、 
日本赤十字社北海道看護大学　災害教育センター2）、 
熊本赤十字病院　リハビリテーション科3）、石巻赤十字病院　災害救護課4）

◯植
う え だ

田　信
しんさく

策1）、根本　昌宏2）、細川　　浩3）、吉田　るみ4）、
　高橋　邦治4）、魚住　拓也4）、佐藤　克廣4）

【はじめに】大規模災害では避難所での生活が関連死の主要な原因となることが知られ
ている。我々は避難所における雑魚寝による健康被害と、簡易ベッド導入による健康被
害の軽減を報告してきた。避難所運営ガイドライン（内閣府）で簡易ベッド設置が推奨
されているが、避難所に簡易ベッドが設置されるに至っていない。このため、災害救
護従事者が避難所への簡易ベッド設置を主導する必要がある。その実例として、昨年の
西日本豪雨、及び北海道胆振東部地震において段ボールベッド設置を行った赤十字救護
班の活動を報告する。【西日本豪雨】岡山県庁は防災協定に基づき、倉敷市役所に段ボー
ルベッドを提供したが、市役所には運用の取り決めがないため、避難所に設置できなかっ
た。倉敷市保健医療調整本部の赤十字災害医療コーディネーターの要請を受けて、避難
所への段ボールベッド導入調整、及び赤十字救護班とともに設置作業を行った。【北海
道胆振東部地震】北海道庁も同様に協定を結んでいたが、全道停電により段ボール工場
が稼働できなかった。しかし、日本赤十字北海道看護大学に備蓄されていた段ボールベッ
ドを利用することで、これまでで最も早い震災後3日目から、厚真町の避難所への段ボー
ルベッドの設置を赤十字救護班として行った。【考察】床全体の掃除と食寝分離を図る
事で避難所の衛生環境の改善が図られた。また、住民の参加はその後の自助、共助に繋
がることが期待された。これらを主導するために、赤十字救護班は災害時の二次健康被
害防止に必要な避難所環境の整備に関する知識と運用経験を有する事が望まれる。
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赤十字救護班だからこそできた超急性期の段ボー
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【背景・目的】北海道胆振東部地震は多数の住宅損壊が発生し避難所生活の長期化が
当初から予想された。我々は冬期災害対策として段ボールベッドの備蓄を進めてお
り、北海道庁と展開を検討していた。本報告では備蓄していた段ボールベッドの緊
急搬入と、避難所ゾーニングを熟知した赤十字救護班との協働により、超急性期か
ら避難所環境改善が図られた事案の経緯と、今後の展望について考察する。【経緯・
成果】発災3日後に本学に備蓄していた段ボールベッド400台を政府によるプッシュ
型支援の一環として現地に到着させた。翌日より赤十字救護班（石巻日赤）が主導し、
現地避難所管理者ならびに住民への事前説明を実施した。医師ならびに医療関係者
が災害関連疾患等の全体説明を施すことによって、住民は避難生活改善が動機づけ
られ、段ボールベッド化への異論は生じず、避難所の再構築に同意が得られた。雑
魚寝状態であった避難所内を一時的に完全撤去し環境を整えた後に、ゾーニングに
より安全な通路や食寝分離が確保された避難所環境を構築した。翌日以降の聞き取
り調査では、睡眠状況の改善、起き上がりやすさなどが数多く挙げられた。【考察】
簡易ベッドをツールとした避難所環境の適切なゾーニングを実施できる医療チーム
は少ない。今回、急性期から赤十字救護班が主導して、避難所の雑魚寝解消とゾー
ニングによる安全な避難所環境を構築することができた。これら段ボールベッドの
有用性については、北海道庁が令和元年5月にまとめた胆振東部地震検証報告書から
も明らかである。長期に及ぶ避難生活において急性期の段階から環境を整えること
は、その後の再建を後押しする。予防保健医療の観点から、避難所環境改善・構築
の専門チームとして赤十字救護班の活躍が望まれる。
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北海道胆振東部地震における電気設備の不具合報告
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【はじめに】北海道胆振東部地震（以下震災）において、北海道全域に発生した停電時
に、当院の受変電設備にも予期せぬ不具合が生じ、院内がブラックアウトとなった。
この事象の解明、改善のプロセスについて報告する。【事象】震災において、2つの
不具合が受変電設備で発生した。1. 非常用発電機の出力不足 最大出力1200kwの発
電機が700kw程度の出力でブラックアウト 2. 電力会社の復電と同時に発電機が停止
し、院内から非常電源が消失【原因】1. 発電機の燃料調節を行うバルブが閉止となっ
ていたことから、適切な燃料を送ることができず、発電機が燃料不足に陥りブラッ
クアウトした。2. 先に発生した、発電機の停止が起因となり、受変電システムにお
いて発電機が自己復帰した場合のプログラムがなかったことから、誤作動が生じた。

【対策】1. 燃料調整バルブを解放し、適切な開度とした。2. 改良したプログラムにつ
いて、再インストールした。【検証】電気設備が正常であるか、再点検を実施した。
1. 発電機より700kw以上出力されるかを確認するため、仮設負荷設備を設置し、約
1,100kwの出力が発揮されることを検証した。2. プログラム検討会を複数回実施し、
想定外プログラムがないよう検討を重ねた。実機のインストール後、震災時の状況
を再現し、誤作動が生じないことを確認した。【考察】当該設備は竣工より4年目で
あり、停電を伴う点検は定期的に実施していたが、不具合の発見には至らなかった。
今後の対策として、同様の事象が発生しないよう点検内容の見直しが必要となった。
発災時の停電診療はスタッフ全員が未経験であり、院内設備を理解していなかった。
今後、各診療科・各部署と意見交換の場を設け、事業継続を行うため、保安体制の
見直し・検討を行い、BCP構築に役立て、災害拠点病院として役目を担っていきたい。

O-2-10
取り下げ

O-2-11
豪雨災害：断水が影響したと考えられた尿路感染症
三原赤十字病院　医療安全推進室1）、岡山赤十字病院　外科2）
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【背景】西日本豪雨災害（平成30年7月）においてA市の3/4の地区が断水となった。
約1か月に及ぶ断水中，B施設で尿路感染症の診断を受けた成人患者が昨年同時期よ
り15%増加していた。受診した患者背景をもとに，断水が尿路感染の誘因になって
いたのではないかと考えられたので報告する。

【症例】平成30年7月1日から31日までの期間にB施設を受診し尿路感染症と診断さ
れた患者について性別，年齢，断水開始から発症日（受診日）までの日数に関して診
療録をもとに後方視的に検討を行った。

【考察・結論】患者性別は，男性6名（55%）女性5名（45%），年齢は平均66.8±16.7歳，
断水開始から発症まで平均7.8±6.4日であった。また，前年度と比較すると0.04%（発
生数÷述べ外来患者数）と高かった。受診者4名（36.0%）は，床上・床下浸水被害のあっ
た地域に居住していた。断水が10日以上続いた地域に居住する患者は5名（45%）で
あった。A市の給水は，断水が開始された7月7日から3日間は、市内の給水場所が
3か所，1人6Lの制限があり，断水開始から4日目で給水場所が18か所と増え，断水
7日目で1人12Lの制限となった。受診者の7名（64.0%）の患者は高齢であり，独居な
どの背景から水を確保しにくかったことが原因と推測された。以上より，断水によ
る水分摂取量の減少に加え，集中豪雨後の最高外気温が昨年比で2.2℃高いなど不感
蒸泄量が多く，尿量が減少しやすかったことも尿路感染発症の誘因となったのでは
ないかと考えられた。
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地域の医療需要に対応した経営方針の確立
日本赤十字社　医療事業推進本部　病院支援部　病院支援課
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【背景・目的】わが国の医療提供体制は、国民皆保険制度を土台とした、医師の自由
開業制と患者のフリーアクセスを特徴としており、医療法の規制の枠内において医
療施設の自由な競争が行われてきた。しかし、2014年の医療介護総合確保推進法の
成立後、地域ごとに医療施設の機能分化・連携を促進する動きが先鋭化しており、
病院管理者は地域から経営方針を問われる場面が増加した。本社病院支援課では、
重点支援病院・支援病院への経営支援を所掌業務としているが、経営支援にあたっ
ては、経営方針の策定を最初に行う。本社の分析データを提供し、担う病床機能、
地盤とする地区、強化する診療領域を病院経営陣と議論する。今回の発表では、当
該データ分析を全国の赤十字医療施設に対象を拡大して、広域的に市場動向を調査
したい。【方法】地域・性・年齢階級別将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所）
及び都道府県・性・疾患・年齢階級別受療率（厚生労働省2017年患者調査）のデータ
を用いて将来の入院医療需要を推計した。また、地域別人口動態を確認した。【結果・
考察】生産年齢人口に比べ高齢者人口の受療率は高く、高齢者の増える地域では将来
の入院医療需要（高齢者疾患）が増加するという結果が得られた。人口減少が必ずし
も患者減少に繋がらないことは朗報である。しかし、入院患者の高齢化は、急性期
病床の維持を目指す医療施設にとって、在院日数のコントロールをさらに難化させ
るおそれがある。したがって、急性期病床の維持を経営方針とするならば、後方病
院や介護施設との連携、一部病床の回復期・慢性期病床への機能転換等が経営課題
となるといえよう。【結語】地域の医療需要（介護需要）を定量的に把握した上で、そ
れら需要に対応する経営方針を確立し、職員が団結してその実現に向けて努力する
ことが経営改善の近道ではないかと考える。


